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Ⅰ 令和２年度経営戦略部等主要施策の成果の概要

１ 未来につなげる広報広聴の推進 （秘 書 課）
徳島の注目度をアップさせ，多くの「徳島ファン」を獲得するため，報道機関への情報提供による広報活動をはじめ，新聞，テレビ・

ラジオ放送，県ホームページやＳＮＳなど様々な広報媒体を活用し，より一層連動性を持たせた統一感のある，時代に即した広報を
進め，本県の魅力を国内外に力強く発信した。

２ 私立学校の振興 （総 務 課）
私立学校の教育条件の維持向上や経営の安定化，魅力ある学校づくりを推進するため，運営費等に対する助成を行うとともに，家庭の

経済状況に関わらず就学の機会を確保するため，私立高等学校等に対する授業料軽減補助や就学支援金及び奨学給付金を支給，加えて，
私立専門学校に対する授業料及び入学金の減免を支援するなど教育費負担の軽減を図り，私立学校の振興に努めた。
また，新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，保健衛生用品等の購入をはじめ，臨時休校時等でも切れ目なく学びを保障する

「１人１台端末」の整備など，私立高等学校等が実施する感染症対策に必要となる経費の支援等を行った。

３ 行財政改革と適正な人事管理の推進 （人 事 課）
本県行財政を取り巻く様々な厳しい現状を踏まえ，確かな行財政基盤を構築するため，徹底した行財政改革に取り組むとともに，多様な

働き方の推進によるワーク・ライフ・バランスの確立に努めた。
また，能力実証主義による人材の登用など適正な人事管理に努めるとともに，若手職員対象の研修をはじめとした職員研修の充実を

図り，戦略的に「人財」を育成した。

４ 職員のメンタルヘルス対策の推進 （職員厚生課）
職員が心身ともに健康で，安心して働くことのできる活力ある職場づくりを推進するとともに，精神疾患による病気休暇中又は病気

休職中の職員の円滑な職場復帰を支援するため，メンタルヘルス相談やストレスチェック等を実施し，メンタルヘルス対策の推進に努めた。
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５ 財政の健全性の確保 （財 政 課）
令和２年度の財政運営は，「人口減少」，「災害列島」に加え「新型コロナウイルス感染症」の三つの国難を打破するとともに，

徳島版ＳＤＧｓを実装するため，「安全・安心とくしまの実装」，「革新創造とくしまの実装」，「魅力感動とくしまの実装」を三本柱とした
施策の推進に取り組んだ。
また，新たな「財政構造改革基本方針」に基づき，歳入・歳出両面にわたる改革に取り組み，「『未来投資』を支える『持続可能な財政基盤』

の確立」に努めた。

６ 官民連携による資産活用力の向上及び県有財産の活用・長寿命化の推進 （管 財 課）
ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に対する県内企業の積極的参画を促進するため，県内企業と県・市町村等で構成する「徳島県ＰＰＰ／ＰＦＩプラット

フォーム」を活用し，実務知識習得や企画・立案スキルの更なる向上を図った。
また，県有財産の適切かつ有効な管理運営はもとより，公共施設等について「徳島県公共施設等総合管理計画」に基づき，長寿命化

対策をはじめ「長く，賢く使う」最適化対策を推進することとし，万代庁舎においては，空調設備及び給排水衛生設備の大規模改修並びに
庁舎内視覚障がい者用誘導ブロックの敷設替えに係る設計を実施した。

７ 県税収入の確保 （税 務 課）
税負担の公平性を確保するため，課税客体の適確な捕捉及び早期課税に取り組むとともに，厳正な滞納整理等に努めた。
また，県税収入未済額の大部分を占める個人県民税について，「県と市町村の税務職員の相互併任」をはじめとする市町村への各種徴収支援を

実施するとともに，徳島滞納整理機構への側面支援を行い，収入未済額の縮減に努めた。

８ 行政情報化，情報セキュリティ対策及び革新的技術を活用した業務改革の推進 （スマート県庁推進課）
庁内の情報ネットワークや情報システムの機能強化と安定運用に努めるとともに，サイバー攻撃等，外部からの脅威に対する強固な

情報セキュリティ対策を実施した。
また，県民サービスの向上及び行政の簡素・効率化を図るため，業務・システムの最適化に加え，ＡＩやＲＰＡ等の革新的な技術を活用した

全庁的な業務改革に取り組むことにより，「スマート県庁」を推進した。

９ 効率的な総務事務処理の推進 （総務事務管理課）
総務事務の集約化メリットが最大限生かされるよう，適正かつ効率的な事務処理を遂行するとともに，総務事務処理の不断の見直し，

処理システムの改善に努めるなど，より一層効率的な総務事務処理を推進した。

-2-



10 職員の職務執行の適正確保及び事業評価の実施並びに情報公開制度・個人情報保護制度及び広聴事業の推進 （監察評価課）
職員の職務執行の適正を確保するため，公益通報制度に基づく調査やテーマに基づく定期監察及び不当要求対策等に取り組むとともに，

政策推進に係る「県民目線からのチェック機能の強化」を図るため，「県政運営評価戦略会議」の運営等を通じ，本県ならではの事業評
価を行った。
また，県政に対する県民の理解と信頼を深め，開かれた県政を推進するため，県が保有する情報の公開や提供など情報公開の総合的な

推進に努めるとともに，県民の権利利益を保護するため，個人情報の適正な取扱いを確保する個人情報保護制度の適正な運営に努めた。
さらに，県民の要望・意見等を的確に把握し，県施策に反映させるために，県庁コールセンターの運営をはじめ，県庁ふれあいセンター

「すだちくんテラス」を活用し，各部局と連携した効果的な県政情報の提供や，若者の県政参加の促進に取り組むなど，県民広聴事業の一層の充実を
図った。

11 農林水産関係団体等への検査の実施 （法人検査課）
農林水産関係団体，公益法人，私立学校，社会福祉法人等の適正かつ健全な運営を確保するための検査を実施した。

12 適正な法制執務及び文書管理事務の実施 （法制文書課）
行政の適正かつ円滑な執行に資するため，条例案等の適正な審査に取り組むとともに，文書の収受，審査，保存等の文書管理事務を

適正に実施した。

13 適正な公金管理 （会 計 課）
歳計現金の運用や未収金対策の強化など，公金の適正な管理・運用に努めるとともに，財務会計システムの安定運用と機能強化を

図り，適正かつ効率的な会計事務を推進した。
また，会計事務の更なる効率化を目指し，ＲＰＡの活用促進を図るための人材育成に取り組むとともに，ＡＩ－ＯＣＲ（ＡＩ搭載光学

文字認識技術）を本格導入した。

14 入札事務の適正な執行及び公共工事の品質確保 （公共入札検査課）
入札制度の適正な運用を図り，談合等不正行為を排除し，公正性・競争性・透明性の確保された入札事務の執行に努めた。
また，建設工事のしゅん工検査等を適切に実施するとともに，工事検査管理システム等による検査業務の効率化及び公共工事の一層の

品質確保に努めた。
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Ⅱ 主要事業の内容及び成果

（単位：千円）

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

未来につなげる 未来につなげる広報広聴事業 報道機関への情報提供による広報活動をはじめ，新聞，テレビ・
広報広聴の推進 ラジオ放送，県ホームページやＳＮＳなど様々な広報媒体を活用し，

効果的な広報活動を推進した。
また，県政に対する理解を深めてもらうとともに意見・提言等を

いただくことにより，県民との意思疎通を図りながら県民と一緒に
なって県行政を進めるため，知事対話「輝け！徳島『わくわく
トーク』」を実施した。

（ 149,897 ）

私立学校の振興 私立学校振興事業 私立学校の教育条件の維持向上，保護者負担の軽減及び経営の
安定化のため，経常的経費に対する補助を行うほか，私立高校等への
就学機会を確保するため，就学支援金や奨学給付金を支給すると
ともに授業料の軽減補助を行い，私立専門学校に対しては，授業料及び
入学金の減免を支援した。
また，新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，保健衛生用品等の

購入，臨時休校時等でも切れ目なく学びを保障する「１人１台端末」の
整備，臨時休校等に伴う未指導分の補習等を行うための学習指導員等の
追加的人材の配置など，私立高等学校等の感染症対策に要する経費
の支援等を行った。

（ 986,380 ）

行財政改革と適正な 働き方改革推進事業 時代の変化に対応し,県民満足度の高い行政サービスを将来にわたり
人事管理の推進 継続的に展開するため,未来の県行政の担い手となる優秀な人材の

確保や情報発信に向けて取り組むとともに，職員の「ワーク・ライフ
・バランス」の確立に向け，「新しい働き方」を推進する「県庁
オフィス改革」を実施した。

（ 10,908 ）

財政の健全性の確保 県債管理運営費 徳島県債の「認知度の向上」や，「市場の信頼確保」に向け，引き続き，
民間投資格付会社による格付を取得した。

（ 1,650 ）
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（単位：千円）

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

県有財産の活用・ 万代庁舎スマート 万代庁舎を利用する全ての人にとって使いやすく快適なオフィス
長寿命化の推進 リノベーション事業 づくりを推進するため，老朽化した空調設備及び給排水衛生設備に

ついて「環境への配慮」，「ユニバーサルデザイン」及び「防災機能
強化」を勘案した大規模改修工事を実施した。

（ 184,619 ）

万代庁舎ユニバーサル 万代庁舎を訪れる全ての人が不自由さを感じることなく，安心
デザイン促進事業 して利用できる空間づくりをより一層推進するため，庁舎内の視覚

障がい者用誘導ブロックの敷設替えに係る設計を実施した。
（ 2,695 ）

県税収入の確保 税務職員人材育成推進事業 個人県民税を含む市町村税等の税収を確保し，地方税における
納税秩序を確立するとともに，税務職員の人材育成を推進するため,
徳島滞納整理機構の運営を支援した。

（ 7,200 ）

行政情報化の推進 防災拠点情報ネットワーク 発災時におけるシームレスな業務継続性の確保を目指し，更なる
強靱化事業 セキュリティの向上を図るため，庁内クラウドの再構築を完了する

とともに，安定運用を行った。
（ 365,646 ）

目指せスマート県庁！ 県事務の電子化により，職員の働き方改革や生産性向上につながる
「電子決裁１００％化」 「スマート県庁」を実現するため，ペーパーレス化・業務の効率化・
実装事業 文書管理の適正化を実現する「電子決裁」を推進した。

（ 10,868 ）
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（単位：千円）

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

広聴事業の推進 広聴事業費 県民に開かれた県政を推進するため，県行政の総合相談窓口として
県庁ふれあいセンターを設置し，県民からの県政に対する意見・提言等
に適切に対応するとともに，「知事と一緒にふれあいバス」などの各種
広聴事業を，ニューノーマルに対応した方法により実施した。
また，南部・西部総合県民局において「県民センター」を運営した。

（ 1,157 ）

県庁コールセンター運営事業 県民からの電話による問合せや要望などを一元的に受け付け，ＦＡＱ
（よくある質問）システム等の活用により，ワンストップ型の対応を
行う県庁コールセンターを運営した。

（ 19,169 ）

県庁ふれあいセンター 県庁ふれあいセンター「すだちくんテラス」を活用した効果的な情報
「すだちくんテラス」 発信や「県民目線」の施策の展開，若者の県政参加を促進するため，
パワーアップ事業 各部局と連携した企画展示やワークショップ等に加え，ニューノーマルに

対応した方法により若者対象の県政視察バスツアーを実施した。
（ 1,712 ）

とくしま丸ごと 県民をはじめ，移住希望者や外国人労働者，外国人観光客などの
ＡＩコンシェルジュ事業 利便性向上や，若者などへの住民サービスの裾野拡大を図るため，

ＡＩを活用した多言語対応の全庁的なＦＡＱシステムの運用を開始
するとともに，各部局と連携し内容の充実を図った。

（ 8,699 ）

適正な公金管理 財務会計システム運用費 財務事務処理の省力化などに加え，財務情報の活用など財務会計
事務の質的向上に努めた。
また，財務会計システムの勘定科目や日々仕訳データを地方公会計

標準ソフトウェアに提供し，統一的な基準による財務書類を作成した。
（ 50,445 ）

未来を担う！スマート会計 業務効率化による働き方改革を推進するため，令和元年度から全庁
実装プロジェクト 展開しているＲＰＡについて，適用業務の拡大や専門的人材の育成

等を図るとともに，ＡＩ－ＯＣＲの本格導入に取り組んだ。
（ 9,438 ）
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Ⅲ　歳入歳出決算額
　１　一般会計決算額

　　(１)　歳入決算額

予算現額と
収入済額との比較

6,881,000 973,022 973,022 0 0 △ 5,907,978

353,008,000 324,694,264 324,694,264 0 0 △ 28,313,736

15,314,000 12,290,665 12,290,665 0 0 △ 3,023,335

35,355,000 35,682,971 35,680,067 0 2,904 325,067

283,849,727,224 252,401,246,906 252,401,246,906 0 0 △ 31,448,480,318

143,768,000 167,119,212 167,077,923 0 41,289 23,309,923

106,577,625,000 109,227,025,111 108,331,673,187 55,477,396 839,874,528 1,754,048,187

213,918,000 192,278,377 192,278,377 0 0 △ 21,639,623

2,700,000 2,794,516 2,794,516 0 0 94,516

391,198,296,224 362,364,105,044 361,468,708,927 55,477,396 839,918,721 △ 29,729,587,297

監 察 評 価 課 0 370,903 370,903 0 0 370,903

法 人 検 査 課 14,000 14,000 14,000 0 0 0

法 制 文 書 課 0 2,300 2,300 0 0 2,300

14,000 387,203 387,203 0 0 373,203

会 計 課 88,370,000 25,323,342 25,323,342 0 0 △ 63,046,658

公共入札検査課 0 35,259 35,259 0 0 35,259

88,370,000 25,358,601 25,358,601 0 0 △ 63,011,399

391,286,680,224 362,389,850,848 361,494,454,731 55,477,396 839,918,721 △ 29,792,225,493

42,653,000 42,717,940 42,717,940 0 0 64,940

690,000 700,441 700,441 0 0 10,441

0 12,360 12,360 0 0 12,360

43,343,000 43,430,741 43,430,741 0 0 87,741

391,330,023,224 362,433,281,589 361,537,885,472 55,477,396 839,918,721 △ 29,792,137,752

管 財 課

（単位：円）

区　　　分 予 算 現 額 調　 定   額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

秘 書 課

総 務 課

人 事 課

職 員 厚 生 課

財 政 課

合　　　計

税 務 課

スマート県庁推進課

総 務 事 務 管 理 課

小　　　計

監
察
局

出
納
局

計

議 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 事 務 局

計

小　　　計

小　　　計
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　　(２)　歳出決算額

予算現額と
支出済額との比較

453,956,000 432,100,675 6,000,000 15,855,325 21,855,325

1,187,326,000 1,134,915,271 16,500,000 35,910,729 52,410,729

344,025,000 320,647,464 0 23,377,536 23,377,536

3,079,884,000 2,894,833,170 0 185,050,830 185,050,830

79,200,711,000 78,888,646,611 0 312,064,389 312,064,389

1,606,323,300 1,418,537,499 136,328,300 51,457,501 187,785,801

34,656,823,000 34,397,987,663 0 258,835,337 258,835,337

1,261,349,000 1,219,252,188 27,456,000 14,640,812 42,096,812

145,676,000 142,482,174 0 3,193,826 3,193,826

121,936,073,300 120,849,402,715 186,284,300 900,386,285 1,086,670,585

監 察 評 価 課 208,538,000 202,939,253 0 5,598,747 5,598,747

法 人 検 査 課 136,715,000 134,237,326 0 2,477,674 2,477,674

法 制 文 書 課 100,034,000 97,594,318 0 2,439,682 2,439,682

445,287,000 434,770,897 0 10,516,103 10,516,103

会 計 課 503,962,000 423,612,590 68,800,000 11,549,410 80,349,410

公共入札検査課 173,354,000 169,799,339 0 3,554,661 3,554,661

677,316,000 593,411,929 68,800,000 15,104,071 83,904,071

123,058,676,300 121,877,585,541 255,084,300 926,006,459 1,181,090,759

975,180,000 960,540,394 4,000,000 10,639,606 14,639,606

138,785,000 133,089,387 0 5,695,613 5,695,613

184,263,000 178,919,161 0 5,343,839 5,343,839

1,298,228,000 1,272,548,942 4,000,000 21,679,058 25,679,058

124,356,904,300 123,150,134,483 259,084,300 947,685,517 1,206,769,817

管 財 課

（単位：円）

区　　　分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額

秘 書 課

総 務 課

人 事 課

職 員 厚 生 課

財 政 課

合　　　計

税 務 課

スマート県庁推進課

総 務 事 務 管 理 課

小　　　計

監
察
局

出
納
局

計

議 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 事 務 局

計

小　　　計

小　　　計
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　２　特別会計決算額

　　(１)  歳入決算額

予算現額と
収入済額との比較

港 湾 等 整 備 事 業
特 別 会 計

公用地公共用地取得事業
特 別 会 計

公 債 管 理
特 別 会 計

給 与 集 中 管 理
特 別 会 計

地方独立行政法人徳島県
鳴門病院資金貸付金特別会計

用 度 事 業
特 別 会 計

証 紙 収 入
特 別 会 計

証 紙 収 入
特 別 会 計

151,000,000 151,000,000 151,000,000 0 0

△ 27,000,000

（単位：円）

区   分 会　計　名 予 算 現 額 調　 定   額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

1,812,000,000 1,785,000,000 1,785,000,000 0 0

財 政 課

0

△ 231,000,0001,532,000,000 1,301,000,000 1,301,000,000 0 0

△ 565,417,043

113,764,067,000 113,664,123,733 113,664,123,733 0 0 △ 99,943,267

31,863,827,000 31,298,409,957 31,298,409,957 0 0

△ 923,360,310

管 財 課 1,390,673,000 1,610,503,176 1,610,503,176 0 0 219,830,176

計 149,122,894,000 148,199,533,690 148,199,533,690 0 0

△ 60,081,430

会 計 課 2,163,020,000 2,163,020,337 2,163,020,337 0 0 337

税 務 課 930,000,000 869,918,570 869,918,570 0 0

△ 763,611,227合　　　計 153,606,587,000 152,842,975,773 152,842,975,773 0 0
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　　(２)　歳出決算額

予算現額と
支出済額との比較

公 債 管 理

特 別 会 計

給 与 集 中 管 理

特 別 会 計

用 度 事 業

特 別 会 計

証 紙 収 入

特 別 会 計

証 紙 収 入

特 別 会 計

（単位：円）

区   分 会　計　名 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額

99,943,267

31,863,827,000 31,298,409,957 0 565,417,043 565,417,043

0 99,943,267

計 145,627,894,000 144,962,533,690 0 665,360,310 665,360,310

67,216,900

管 財 課 1,390,673,000 1,256,774,347 0 133,898,653 133,898,653

税 務 課 930,000,000 862,783,100 0 67,216,900

財 政 課

113,764,067,000 113,664,123,733

1,908,577,063

会 計 課 2,163,020,000 1,120,918,800 0 1,042,101,200 1,042,101,200

合　　　計 150,111,587,000 148,203,009,937 0 1,908,577,063
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